チャランケ通信　第89号　2014年11月23日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

解散・総選挙へ、谷垣総理ならこうはなっていなかったはずだが
21日、衆議院が解散され、いよいよ12月2日公示、14日投開票日と、2年前と同様、年の暮れ総選挙になった。選挙結果はどのようになるのか、選挙は水物と言われており予断を許さないのだが、与党側は早くから解散・総選挙を仕組んでいたようで、ただでさえ弱体化した野党側の準備不足を睨みながら、安倍長期政権を展望した安倍首相や与党主導の解散戦略が全面的に展開しつつある。そもそも、三党合意の当事者であった谷垣元総裁を幹事長に据えたあたりから、今日の解散に向けた動きの始まりだったのかもしれない。本来、谷垣総裁が総理大臣であれば、消費増税先送りという事にはなっていなかったのに、と言う思いがよぎってしまう。
事前に漏れていたのかGDP速報値、情報の管理は誰が?
　地元の北海道新聞が、11月20日付け一面トップで報道したシリーズ「突入短期決戦、衆院選12/14 上」のなかで、安倍総理周辺の生々しい動きとその背景について、東京報道部宇野記者の署名入りで詳しく報道している。そのなかで、7~9月のGDP速報値がマイナスになるとの情報が、11月初旬のアジア・オセアニア歴訪直前に安倍総理に知らされ、「そんなに悪いのか」と発言し、再増税延期を名目とした解散・総選挙を決断した瞬間だと断定している。
この記事を読む限り、総理をはじめ内閣の主要な人物には、当日にならなければ公表されない情報が、かなり早い段階で知らされていることが解る。おそらく、その情報は内閣だけでなく与党のしかるべき責任者にも伝えられた可能性もあるだけに、一体どこまでの範囲に情報が伝えられたのか、情報漏洩とその悪用の危険性が十分在り得ることを予想させてくれる。
　同じようなことなのだが、日銀が10月末の金融政策決定会合で、9月の全国の消費者物価指数が消費増税分と生鮮食料費を除いて1％程度に低下したことを知って、急遽追加の金融緩和を打ち出したのではないか、と言われている。ここでも、経済統計の公表前に日銀幹部には情報が伝わっていた可能性があるわけで、こうした機密性の高い情報にアクセスできるメンバーの明確化ができているのかどうか、インサイダーの情報漏洩問題について疑問が募った次第である。こうした情報に秘密裏にアクセスできる政権側と、できない野党側の違いなどは大きい問題ではないかと思うのだが、あまり指摘する者もいないようだ。特定秘密情報保護法の問題などもあり、今後ともしっかりと議論しておくべき課題と言えないだろうか。
アベノミクス解散と命名、国民の反応を検証しながらの選挙戦へ
　安倍総理は、21日の解散後の記者会見で、今度の総選挙について「アベノミクス解散」と命名し、自分の進めている経済政策の是非が問われる選挙だと発言した。経済政策に対する国民だけでなくクルーグマンをはじめとする専門家からの評価が自信になっているのだろうが、見方によっては集団的自衛権問題や原発再稼働問題などを争点にしたくないこともあるのではないか、と言う疑いも持たれており、果たして本当のところ一般の有権者の受け止め方はどうなっているのだろうか。官房副長官の世耕参議院議員は、かつて小泉総理の郵政解散の時にも、国民が総理の発言にどのように受け止めているのか、毎日その反応を受け止め、分析しながら次の日の発言内容を修正していったと言われており、経済分野についての一定の評価があると見ているのだろう。これからの選挙戦を通じて、総理や自民党の主要な幹部の発言の変化にも注目して行く必要がありそうだ。
　安倍政権を倒せる客観的な条件はあるのに、主体的条件が
これまでのところ、共同通信が19~20両日実施した世論調査によれば、安倍内閣に対する支持率は47.1%で、不支持率の44.1%をやや上回ってはいるものの、拮抗し始めている。特に、与野党伯仲を望むと答えた比率が51%と過半数を超えている点に注目したい。また、朝日新聞の世論調査では、解散理由について「納得しない」が65%にも達しているし、内閣支持率は39%と不支持率40%を下回っていることには率直に言ってやや驚きであった。2年前の総選挙で、自民党、公明党に衆議院で3分の2を上回る大勝利をもたらしたことへの反省もあるのだろうか、野党側の選挙協力如何では巨大与党に対抗できる条件はありそうなのだが、今の段階でバラバラに分立している野党がしっかりと結集できる条件は、残念ながら出来そうにもないようだ。
まだ2年しか経っていない民主党政権運営のお粗末さの記憶

汚名挽回には、時間が足りないか!?
ただ、民主党は今度の総選挙というよりも、次の総選挙に焦点を当てていると言われ、過半数の候補者を擁立するには至らないようだ。ただ、かつて民主党から分裂して出ていった生活の党やみんなの党から民主党へ復帰する議員も出ているようで、今後の野党側の統一した戦線の構築がどのように推移していくのか、野党第1党に民主党が大きく力をつけることができるのかどうか、注目して行く必要がありそうだ。特に、維新の党が一時の力を失っているだけに、当選者が100人を超すところまで持っていければ、次の総選挙での展望が持ちうるだけに、頑張って欲しい。政権を担当した経験を持った野党として、自民・公明連立政権に対抗していけるだけの力をつけて欲しいものだ。もちろん、あまりにもお粗末な党運営のガバナンス欠如を、有権者はしっかりと記憶にとどめているわけで、どのように挽回できるのか、政権政党としての統治能力が大きく問われていることは間違いない。安倍総理が、事あるごとに絶えず民主党政権時代と対比するわけで、ある程度の時間の経過がなければ国民も民主党への信頼を持ちにくいことは確かであろう。
アベノミクスへの堂々たる反論を展開すべきだ
　当然のことながら、民主党を始めとする野党側としては、与党側が得意としているアベノミクスの評価について、しっかりとした批判を展開していく必要がある。

　先ず指摘しなければならないのは、消費税率の引き上げがマイナス成長の原因なのか、と言う点である。今回のマイナス成長の2期連続だけが注目されているが、ここ1年だけを見てみると今年の1~3月期だけが消費税の駆け込み需要で大幅にプラスしているのだが、それ以外はいずれも前期比の伸びが落ち込んできており、明らかに2013年の4Q以降景気回復が止まっているのだ。(図1実質GDP参照)

アベノミクスは1年もしないうちに機能不全に、日銀の追加金融緩和は円安・株高までで、交易条件悪化で国民所得減へ
確かに、安倍政権が出来て以降、日銀の異次元の金融緩和と10兆円を超すような補正予算によって景気が一時的に回復したことは事実であるが、1年も経たないうちに需給ギャップが解消し、労働力不足などのボトルネックにぶつ
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かり、さしたるイノベーションも起きないまま、景気回復の頭打ち・低下が進行し始めていると見るべきだろう。つまり、アベノミクスは1年で機能しなくなったというわけだ。もはや、アベノミクスの限界を見ておく必要があるし、10月31日に実施された日銀の追加金融緩和策は、一時的に円安・株価の上昇をもたらすものの、それが輸出の拡大、設備投資の増加・雇用の拡大・内需の拡大、需給ギャップの縮小、デフレからのインフレへの転換と言う形にはならなくなっているのだ。ひたすら、海外からの輸入原材料や電化製品などの価格が上昇し、交易条件を悪化させ国民所得を減らしてしまっているのだ。国民の生活は、賃上げが無いか、あったとしても消費増税と物価上昇によって実質賃金の低下をもたらすような極めて低いものでしかなく、国民生活の悪化が内需の停滞をもたらしていることを見失ってはなるまい。
　という事は、アベノミクスを支持している方たちが主張している金融緩和による円安政策が、輸出依存の大企業の利益の増加をもたらす。となれば、それらの大企業を中心にした株価は上昇し、あたかも景気が上昇した気分になっているのだが、実態は成長戦略を打ち出すものの、ほとんど成長力を高めることなく潜在成長力を低下させ、財政を中心に公共事業の大盤振る舞いを展開しても、人材や資材のボトルネックにぶつかっているのが現実なのだ。

誰も言わない、消費税引き上げで社会保障充実・財政規律重視
　このように考えてくるとき、消費税の引き上げによる一時的な景気の停滞があったとしても、社会保障の充実を中心にした財政再建策を展開することの重要性にこそ、国民に強く訴えていくべきなのだ。残念ながら、消費税の引き上げを延期すべきではない、と言う主張をする政党はどこにもいなくなってしまっており、累積財政赤字の巨大化した日本の将来には、暗雲が垂れ込めはじめたようだ。今後とも、今度の選挙戦での与野党の政策を中心に、引き続きウオッチングしていきたい。                                 
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